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Summary
　This paper is notes of judgement of the lawsuit for which it fought about the real estate 
price. The contents try to plan the problem institution to the real estate price determination 
said from sometime past and the early resolution to opacity. 
　Although it always becomes a problem how the indicator of Heritage tax law is adopted, I 
would like to explore the validity in business.
はじめに
　バブル経済の崩壊後，地価高騰から一転して地価下落という事態が生ずるに至った。そこで
相続の際に，相続土地に係る時価が路線価を下回った事態において，路線価によるのは相続税
法 22 条の解釈上不当であり，時価によるべきであるとして，一旦は路線価による相続税の申
告をしても，後に更正の請求（相続税の減額請求）を行う事案が多数生じている。これに関連し
て 1992 年（平成 4 年）4 月の国税庁資産税課長，資産評価企画官発の文書「路線価等に基づく
評価額が「時価」を上回った場合の対応等について」では，「路線価等に基づく評価額が，そ
の土地の課税時期の「時価」を上回った場合に対応する必要があるのであって，例えば，そ
の土地の課税時期の「時価」が，路線価を決定する際の評価割合の許容範囲（平成 3 年分 30％）
の範囲内に留まっている場合（すなわち，その土地の課税時期の「時価」が・・・なお路線価を下回
るものではない場合）には，その路線価等に基づく評価額によるものであること」とした。そ
して現在は，その路線価（相続税評価額）は地価公示価格の 80％とされるに至っている。なお，
地価公示価格は時価の約 90％といわれているので，これに従えば路線価は時価の約 70％になっ
ているといえよう。そうであれば，現在でも時価に対する約 30％の許容範囲が残っていると
いえる。
　国税庁は，相続発生時にすなわち相続税課税時期に個別に算出される路線価（以下，「算出路
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線価」という。）が，毎年 1月 1日に設定されている路線価（以下，「公示路線価」という。）より下
落した場合に，直ちに算出路線価に拠り得るとするならば，すべての相続の場合に算出路線価
に依拠する可能性が出てくるのであり，行政の便宜性からみて問題があって行政を混乱させる
と指摘している。そこで時価と路線価との間に許容範囲があることを根拠にして，相続税評価
額が相続発生時の時価に拠り得る場合として，相続発生時の時価が公示路線価を下回るときで
あるとしている。すなわち判断基準として，相続発生時の時価が公示路線価を下回るか否かと
いう基準を用い，相続発生時の時価が公示路線価を下回る場合の相続税評価額は，相続発生時
の時価だとするのである。
　このような背景を受けて，本稿は，相続税法の想定する不動産（特に土地）価額（時価）の意
義について，その後の重要な指針となったとされる判例，1998 年（平成 10 年）2 月 12 日，最
高裁判所において上告棄却の判決が下された「相続税更正処分取消請求上告事件」（平成 9年（行
ツ）第 236 号）（東京高等裁判所においては 1997 年（平成 9年）6月 26 日判決（東京高裁平成 9年（行コ）
第 8号））を題材に，その東京高等裁判所判決も含めた判決内容の検討を通して，その問題の解
決を図ろうとするものである。
Ⅰ　相続税法にいう時価
　従来より，相続税の財産評価の基準は，本法にただ一片の条文（相続税法22条）が存するのみで，
しかもそこには単に「時価」としか書かれていない。しかし，実際の租税実務においては，国
税庁の発遣する「財産評価基本通達」に定める基準により処理してきた現実がある。もとより
通達は，上級行政庁が，法律，政令，省令等の解釈や行政の運用方針について，下級行政庁に
対して発する命令や指令に過ぎず，その拘束力は行政庁内部にのみ留まる。したがって，国税
庁長官通達は，国民に対して拘束力を持たず，裁判所もそれに拘束されないから，性質上は法
源ではない。それゆえ，同 22 条にいう時価は，解釈の余地を多分に含み，これまでにその解
釈を巡る多くの租税訴訟が生起してきた。
　特に，本事件は，上告人（納税者）の主張する時価（不動産鑑定評価額）は，通達に拠り計算
される評価額（路線価額）よりも低額であり，被上告人（税務署長）の主張する時価（不動産鑑定
評価額）は，通達のそれよりも高額であるという三種の価格による時価の正否が争点となって
いる。そして，時価の解釈について新しい機軸が創造されているという意味において，相続税
法上の古くからの問題の解決の糸口が示唆されていると思われる。
［1］事件の概要
１　Ｘ（上告人）は，1992 年（平成 4年）10 月 30 日に死亡したＡの相続人であるが，Ａの相続（以
下「本件相続」という。）に係る相続税の申告に際し，東京都甲区内に所在する宅地（以下「甲宅地」
という。）を不動産鑑定士に鑑定依頼し，その鑑定評価額を基礎として，法定申告期限内に所
轄Ｙ税務署長（被上告人）に対し相続税の申告書を提出した。
２　これに対しＹ税務署長は，Ｘ側の鑑定評価額に基づき評価した甲宅地の価額は，相続税法
22 条に規定する時価とは認められないとして，「財産評価基本通達」（1964 年（昭和 39 年）4
月 25 日付け直資 56，直審（資）17 国税庁長官通達（1993 年（平成 5 年）6 月 23 日付け課評 2-7・課
資 2-156 による改正前のもの），以下「評価通達」という。）及び毎年各国税局長が定める相続税財
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産評価基準等に定められている評価方法（以下「路線価方式」という。）に基づいた価額により，
その更正処分（以下「本件処分」という。）を行った。
３　それに対し，Ｘは，本件処分の取消しを求めて所定の不服申立手続及び第一審（Ｙ側勝訴），
控訴（同）を経た後上告したものである。
［2］当事者の主張
１　Ｘの主張
⑴　Ｘ側が採用した評価額は，不動産鑑定士による鑑定価額（以下「Ｘ鑑定」という。）に基づ
き評価したものであり，Ｘ鑑定における価額は，相続税法 22 条に規定する時価，すなわち，「課
税時期における財産の現況に応じ，不特定多数の当事者間で自由な取引が行われる場合に通
常成立する価格」に相当する。
　　また，都心商業地においては，いわゆるバブル経済崩壊後，実勢価格の下落に応じて路線
価の改訂が追いつかない状況（いわゆる逆転現象）となっている状況から，甲宅地を路線価方
式によって評価して課税することは，実勢価格以上の価格によるいわば架空の価値に対して
課税することであって，その課税行為は，応能負担の原則を著しく逸脱し，財産権の保証を
定めた憲法 29 条に違反する。
⑵　相続が発生し，その相続税納付のため，相続した土地を換金する必要に迫られる相続人は，
一般的には不動産仲介業者にその売却を依頼することになろうが，昨今のように地価が急激
に下落している状況の下にあっては，相続税の申告と同時にその納付をしなければならない
相続人はその買主に対して極めて弱い立場に立たされることになる。よって，同 22 条にい
う時価をもとめる場合でも，かかる売主と買主の力関係を直接反映した実勢価格による方が，
不動産鑑定評価基準に定める正常価格よりも適切というべきである。
⑶　また，Ｙ側が依頼した不動産鑑定士によって算定された鑑定価格（以下「Ｙ鑑定」という。）
の計算において採用されている取引事例（4 件）は，①売買契約と同時に買主が売主に建物
を賃貸し，事実上の賃料保証がされている，など，買主と売主との間で継続的な取引関係が
発生している事例，②隣地の買収である事例，③巨額の債務を負っていた売主に代わり，そ
れに融資していた銀行団が直接買主との間で売買をまとめたといった特殊な取引の事例，な
どであって，そのいずれも同 22 条にいう時価を算定する上で採用することが不適切な事例
である，と主張する。
２　Ｙの主張
⑴　路線価方式により画一的に相続財産を評価することは，課税庁の迅速な処理，納税者間の
公平，納税者の便宜，徴税費用の節減という見地から合理的で妥当性を有するものである。
⑵　路線価方式に拠らないことが正当として是認され得るような特別の事情，すなわち，「路
線価方式によって評価した甲宅地の更地としての価格」（以下「本件価額」という。）が，本件
相続開始日における甲宅地の更地としての時価を上回っているというような特別の事情があ
る場合を除き，甲宅地についても，路線価方式に従って評価することが相当である。
⑶　Ｙ鑑定による甲宅地の更地としての評価額は，本件価額を上回っている。また，甲宅地の
面する道路を挟んだ向かい側に公示地（以下「本件公示地」という。）が設置されているところ，
本件公示地の 1993 年（平成 5 年）1 月 1 日現在の公示価格に，地価変動指数を適用して本件
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の相続開始日における本件公示地の価格を計算し，これに基づいて評価通達の定めにより評
価した甲宅地の価格は，これまた本件価額を上回っている。したがって，甲宅地の評価につ
き，路線価及び評価基準等に拠らないことが正当と認められるような特別の事情は認められ
ない。
⑷　Ｘ鑑定は，①地価公示法 8条の規定があるにもかかわらず，本件公示地に係る公示価格を
基準としていない，②その採用した 1991 年（平成 3 年）10 月から 1992 年（平成 4 年）10 月
までの各月の時点修正率（2.5％）は，本件公示地及び東京都地価動向調査に基づく地価下落
率の推移と比較して著しい乖離があること等からみて，同 22 条に規定する時価の合理的な
評価方法とはいえない，と主張する。
［3］判決要旨
１　相続によって取得した財産の価額は，当該財産の取得の時における時価によるとしている
（相続税法 22 条）。そしてその時価とは，客観的な交換価値，すなわち不特定多数の独立当事
者間の自由な取引において通常成立すると認められる価額をいうもの，と解される。また，
地価公示法は，適正な地価の形成に寄与することを目的として，標準地を選定し，その正常
な価格を公示するものとし（同 1条），そこにいう「正常な価格」とは，土地について，自由
な取引が行われるとした場合におけるその取引において通常成立すると認められる価格をい
う，と規定しているから（同 2条 2項），相続税法 22 条の時価と地価公示法の正常な価格とは，
本来は同一の価格を指向する概念ということができる。
２　相続税法は時価の基準日を「取得の日」としており（同 22 条），その後に相続財産を実際
に売却する際の価格の動向が，そこにいう時価の算定に直ちに反映されなければならないも
のでもないと解される（相続開始後，遺産分割協議を経て相続財産を実際に売却することができる
ようになるまでに相当の期間を要する事情があるとしても，法がその取得のときにおける時価によるべ
きことを定めている以上，このように解することを妨げるものではない。）とし，相続人が相続財産
を売却するかどうか，売却するとしてもいかなる時期にいかなる状況の下で売却するかは事
案によって千差万別であって，租税法律主義の見地から厳格に解されるべき時価の概念解釈
において，そのような不確定要素を持ち込むことはおよそ相当とはいえない。
３　Ｙ鑑定が採用したいずれの事例についても，甲宅地の評価に際して，比準価格算定の資料
として用いることが許されない，とまで解すべき事情は見当たらない。思うに，Ｙ鑑定が採
用した取引事例のうちの一つについては，隣地買収の事例であることが認められるところ，
Ｙ鑑定がその取引事情を単に「正常」としていることのみから，この事例から比準した価格
は必ずしも適切とはいえないおそれもある。しかし，その比準価格は全比準価格の中で最も
低額であることからすれば，これによって被控訴人鑑定の採用した比準価格が不当に高額に
査定されたものと認めるには足りない。
４　Ｘ鑑定は，取引事例地の一つについて，その土地の面積が狭小であることに基づいた標準
化の補正を行っていないこと，その取引事例に基づく比準試算価格が，Ｘ鑑定の採用する比
準試算価格中で最も安価であることが認められ，また時点修正率についても，地価公示価
格及び都基準地価格の地価変動率や近隣及び周辺類似地域の過去 1 年間の下落率（17 ないし
18％）及び公知の事実である地価公示価格の下落率（甲区の商業地の場合，年間約 20％）を大幅
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に上回る月間マイナス 2.5％，年間マイナス 30％とし，その具体的根拠を特段示してはいな
いことが，それぞれ認められる。よって，標準化補正の欠如及び時点修正率の差異が，Ｘ鑑
定の比準価格の正確性に影響を与えた可能性は否定できない。
　　したがって，Ｘ鑑定が算定した甲宅地の更地としての価額については，その妥当性につき
疑問があると言わざるを得なく，両鑑定を比較する限りＹ鑑定の信用性が優るということが
できる。
５　本件価額が，Ｙ鑑定の価額を一割以上下回っている点，25％の時点修正を施したＸ鑑定に
おける公示価格基準額及び本件公示地における 1993 年（平成 5 年）1 月 1 日の公示価格をも
それぞれ下回っている点を勘案すれば，少なくとも本件価額については客観的交換価値を下
回っているものと認められ，本件全証拠によってもこれを覆すには足りない。
　　甲宅地に係る課税価格の算出過程には路線価方式に背馳する点はなく，また，その結果算
出された課税価格に時価を上回る違法があると認めるに足る証拠もない，と判決した。
Ⅱ　事件および判決の解説
［1］一物五価の問題
１　日常生活において，一つのモノの値段に複数の価格が付けられることはよくあることであ
る。しかし，それが五つもあるとすると，その実務上の取り扱いに煩雑や歪みを生じる場合
がある。そのようないわゆる一物多（五）価という複雑さを有するのが，土地である。現在，
土地の価格を計るモノサシには，次に掲げる五種類が存在している。
　ⅰ　市場価格（実勢価格，いわゆる売買取引における時価）
　ⅱ　公示価格（国土庁，基準日 1月 1日，地価公示標準地の正常価格）
　ⅲ　基準価格（都道府県，基準日 7月 1日，標準地および都市計画区域内の宅地等の価格）
　ⅳ　路線価（国税庁，基準日 1 月 1 日，路線ごとにそれに面する宅地の相続税等を計算する場合の
標準価額）
　ⅴ　固定資産税評価額（市町村，基準日 1 月 1 日，固定資産課税台帳に登録されている価格，同
税および都市計画税の課税標準の基礎価額）
　　ところで，ⅱの公示価格にいう正常価格とは，土地について自由な取引が行われた場合，
通常成立すると認められる価格をいい，一般の土地の取引価格に対して指標となるべきもの
と解されている。そのため，公示価格は市場価格を間接的に決定する要因とされる。また，
ⅲの基準価格も公示価格と評価時点は異なるが，市場価格に対し実質的には同じ効果を持つ。
そして，ⅳの路線価は，前述したとおり 1992 年以降公示価格の 80％の水準を目指し，また
ホの固定資産税評価額は，同様に 1991 年以降公示価格の 70％程度の水準を目標としている。
２　これらの土地価格のモノサシは，それぞれが独自の目的に応じて制定，運用されてきた経
緯を有するため，一つの土地について，これらによる評価額と市場価格とを合わせて複数の
価額が存在している状況を「一物五価」などと表現している。
　　これに対しては，①同一の土地について異なった水準の公的評価が行われるのは，混乱を
招き，評価制度に対する国民の信頼を損なうこと，②行政の簡素化という観点からは，複数
の評価制度を統合すべきであること，などから，評価の一元化を図るべきであるとの指摘が
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されてきた。そのため，土地基本法 16 条は，「国は，適正な地価の形成及び課税の適正化に
資するために，土地の正常な価格を公示するとともに，公的土地評価について相互の均衡と
適正化が図られるように務めるものとする。」と規定しているが，同条の後段については，「地
価公示制度を中心として，公的土地評価制度の整備を図り」
1）
，「地価公示と他の評価との均衡
化，適正化を確保すべきことを定め」
2）
たものであると解される。そこで，同条の「正常な価格」
とは，地価公示法 2 条 2 項が規定しているように，「土地について自由な取引が行われると
した場合におけるその取引において通常成立すると認められる価格」を，「相互の均衡と適
正化」とは，「相続税評価について，相続税の性格を考慮し，地価公示との均衡を図りつつ，
その適正化を推進すること及び固定資産税評価について，ア資産の保有と市町村の行政サー
ビスとの間に存在する受益関係に着目した税であること，イ土地等について，保有の継続を
前提に資産評価に応じて毎年課税する税であること，ウ市町村の基幹的税であること等の固
定資産税の性格を考慮し，地価公示との関係に十分配慮しつつ，その均衡化，適正化を推進
することをいう。」
3）
とされている。
３　本来ならば，これら五つの土地価格の上昇あるいは下落は，同時期にそして同程度の価格
差を維持しながら推移されることが理想とされる。しかしながら，現実はそのような価格連
動は困難である。その連動の歪みが顕著に現れたのが，いわゆるバブル経済期であった。
　　当時，土地の市場価格は天井知らずの急騰を記録した。それに対して，相続時の土地評価
計算の基礎となる路線価は，当然ながらその急騰を瞬時には反映しない。そこにおいて，土
地について市場価格と路線価の開差が生じる。その現象に着目して，土地に対する相続税節
税対策の一つとして，次のような方法が考案された。
　　まず，金融機関から借り入れをする。その資金で新たに土地を取得する。取得する土地は，
市場価格と路線価の乖離が大きいほうが望まれる。その土地は，相続発生時において市場価
格から大きく乖離した低い路線価にて評価する。そうして生まれた低評価の土地と借入金と
のマイナスの価格差部分をその他の相続財産の歪少化に役立てる。この方法は，1988 年の
税制改正において，いわゆる「3 年縛りの特例」（旧措法 69 条の 4）
4）
が創設されるまで相続税
の節税対策として有効であった。
　　ここにいう「3 年縛りの特例」とは，相続開始前 3 年以内に取得した土地については，そ
の評価は路線価によらず，取得価額により評価するというものであり，この制度創設により，
実際上，相続開始前，すなわち死亡直前（3 年以内）の駆け込み的な土地取得による相続税
回避や土地価格の上昇という社会現象に対しては，一つの歯止めとして奏功した。ただし，
この特例は，後述するように 1995 年 10 月 17 日の大阪地裁判決を契機に，同年 12 月 31 日
をもって廃止になったいきさつがある。
４　ところで，本件は，相続税法 22 条にいう時価の意義とその評価方法，特にそれが法律に
よらない評価通達に規定する路線価との関係について争われた事件である。
　　Ｘ側は，路線価がＸ鑑定の価額を上回っているとして，路線価方式によらないことが正当
と認められるような特別の事情があることを主張し，一方において，Ｙ側は，路線価がＹ鑑
定の価額を下回っているから，Ｘが主張する特別な事情はないことの主張を行った。そして，
双方から提出された鑑定評価額のいずれがより正当に客観的交換価値を表しているかが争わ
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れた。
　　本件におけるＸ側の主張の争点は，Ｘ鑑定の評価額は，ア客観的交換価値として妥当であ
り，路線価が客観的交換価値（時価）を上回っているという特別な事情が存在するので，甲
宅地はＸ鑑定により評価すべきであるというものであり，イＹ鑑定における鑑定の手法につ
いては，①公示価格は，地価公示法によって一般の土地の取引価格に対する指標と公共の利
益となる事業の用に供する土地に対する適正な補償金の額の算定について主に担保したもの
であるから，公示価格を基準とすべきではないこと，および②Ｙ鑑定が採用した取引事例は，
相続税法 22 条にいう時価を算定する上で採用することが不適切な事例であることとして，
相続税における基本課題としての財産評価上の時価についての決着が争われた。
［2］相続税法 22 条の時価の意義
１　相続税または贈与税にあっては，相続，遺贈または贈与によって「取得した財産の価額
の合計額」（相続税法 11 条の 2〔相続税の課税価格〕，同 21 条の 2〔贈与税の課税価格〕）をもって，
それぞれ課税価格とすることになっているので，その取得した財産の価額をいかなる基準に
よって評価するかが，実体的には最も重要な問題となる。
　　その評価の原則を定めたのが，次の相続税法 22 条である。
　　第 22 条（評価の原則）　この章で特別の定のあるものを除く外，相続，遺贈又は贈与に因り
取得した財産の価額は，当該財産の取得の時における時価により，当該財産の価額から控除
すべき債務の金額は，その時の現況による。
　　本条の趣旨は，この章（第三章財産の評価）に特別の定めがあるものを除き，相続，遺贈ま
たは贈与により財産を取得したときは，その取得した時の時価によって評価するというもの
である。
　　一方，この章に特別の定めがあるものは，相続税法 23 条（地上権及び永小作権の評価），同
24 条（定期金に関する権利の評価），同 25 条（給付事由の発生していない権利の評価），同 26 条（生
命保険契約に関する権利の評価），同 26 条の 2（立木の評価）の 5 ヶ条だけであり，しかも，そ
のうち同 23 条および同 26 条の 2は，本条の規定による評価を基礎としている。したがって，
評価対象財産独自の法の規定にもとづいて評価できるのは，実際には同 24 条および同 25 条
の定期金に関する権利と，同法 26 条の生命保険契約に関する権利だけである。その他の一
般財産については，すべて本条により評価することとなり，また本条には，財産の評価を時
価によることが定められているだけであるから，その時価の解釈が決定的に重要な役割を有
することとなる。
　　相続税，贈与税のほか，時価を課税標準とするものには，国税では登録免許税，地方税で
は不動産取得税（都道府県税），固定資産税（市町村税）などがある。登録免許税法 10 条（不
動産等の価額）は，「・・・不動産若しくは船舶又はダム使用権の登記又は登録の場合におけ
る課税標準たる不動産若しくは船舶又はダム使用権・・・の価額は，当該登記又は登録の時
における不動産等の価額による。この場合において，当該不動産等の上に所有権以外の権利
その他処分の制限が存するときは，当該権利その他処分の制限がないものとした場合の価額
による」と定め，時価を「当該登記又は登録の時における不動産等の価額」と規定し，地方
税法 73 条の 13（不動産取得税の課税標準）は「不動産取得税の課税標準は，不動産を取得し
－ 8－
産業研究 第49巻第1号（2013）
た時における不動産の価格とする」とするとして，ほぼ同内容の規定を有している。また，
同 349 条（土地又は家屋に対して課する固定資産税の課税標準）は，「・・・当該土地又は家屋の
基準年度に係る賦課期日における価格・・・で土地課税台帳・・・若しくは家屋課税台帳・・・
に登録されたものとする。」と規定し，同じ「賦課期日における価格」でも一定の手続きを
経て課税台帳に登録された価額を課税標準とすることを明らかにしている。
　　これらの諸税目は，いずれも時価を課税標準としているものと解されているが，現実の取
り扱いでは一部一致しているものもあるが，それぞれ異なっているのが実情である。
２　さて，時価とはどのような概念であろうか。評価通達は，その一（評価の原則）で「時価とは，
課税時期・・・において，それぞれの財産の現況に応じ，不特定多数の当事者間で自由な取
引が行われる場合に通常成立すると認められる価額」と規定している。従来から，これは時
価の概念解釈として妥当なものであるとして，判例
5）
において通用されてきた。
　　しかし，相続税または贈与税の課税財産はきわめて多様なものであり，右のような観点か
ら容易に評価できるものではなく，むしろ大部分の財産が「不特定多数の当事者間で自由な
取引」が行われないものである場合が多い。特に土地については，立地条件や取引の相手方
の事情によって取引価額が大きく左右されることが多く，一律に客観的な市場価格が認識で
きないものである。
　　上記の諸税目において，いずれも原則として時価を課税標準としていながら不統一である
ことは不合理であるから，これら諸税目間で評価を一致させるべきであるとする主張
6）
がある。
反面，この主張は評価の統一という点では一見合理的であるように思われるが，諸税目の性
格，担税者の負担能力，これら諸税目が社会の各階級，各層の間でどのように分担されてい
るか等を考えれば，評価を統一させるというところに重点をおくべきではなく，むしろ諸税
目の性格や目的に合致した課税標準を具体的に決定することが必要である，とする見解
7）
もあ
る。
［3］時価についての解釈学説
１　前述したとおり，評価の原則について規定する相続税法 22 条は「相続，遺贈又は贈与に
因り取得した財産の価額は，当該財産の取得の時における時価による」ものとしているにす
ぎないため，時価とは何かということを解釈により確定しなければならないことになる。
　　一般にいう時価とは，「その時における価値」をいうものと解すると，同条を文言どおり
解すれば，同条にいう時価とは，相続開始のときの相続財産の「価値」をいうものと解され
ることになる。
　　そして，一般に価値とは，①主観的価値，②交換価値，③使用価値という三つの意義を有
していると解されているが，具体的租税数額を確定・納付することがもとめられる租税法律
主義または課税要件主義は，納税義務ないし租税債務の発生から確定までの過程において課
税主体および納税義務者の自由裁量の介入を排除し，納税義務ないし租税債務の具体的内容
を，もっぱら実定法規の定める法的効果として，確定せしめようとするものであるから，こ
のうち，時価を主観的価値の意味に解することはできず，当然に時価における「価値」とは，
交換価値または使用価値を意味することになる。そのように解すると，同条は「当該財産の
取得の時における時価」と規定するのみであるから，この規定の文言から直ちに，時価が交
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換価値を意味するのか，使用価値を意味するものであるのかが決まることになるわけではな
い
8）
ということになる。租税法律主義または課税要件主義に基づく場合には，いずれがより，
法的妥当な客観性を持ち得るのか，換言すれば時価の判定に際して自由裁量の余地をより排
除することが可能であるのか，ということが解釈の指針となるものと解されよう
9）
｡
２　以下，時価を解釈するための代表的二学説を挙げる。
⑴　「時価＝客観的交換価値」説
10）
　　これは，従来より，判例により支持されてきた定義である。これについての代表学説は，
時価とは客観的な交換価値のことであり，「不特定多数の独立当事者間の自由な取引におい
て通常成立すると認められる価額を意味する。」
11）
としている。この理解は，その定義からも
窺い知ることができるように，「不特定多数の独立当事者間の自由な取引において通常成立
すると認められる価額」を想定し，取引における異常な要素を排除することによって，評価
に客観性をもたせようとするものである。それゆえ，世間一般において通用している市場価
格とは，現実の取引の場面で成立する，即ちなんらかの異常な要素も含めて当事者間で成立
する現実の価格を意味するならば，本説から導かれる時価とは，それとは別の市場価格形成
に内包された異常な要素を排除した価値を示していることになる。
⑵　「時価＝収益還元価値」説
　　これに対して，相続人が被相続人と同様に相続財産を構成する土地で引き続き生活のため
に居住を続ける場合，そのようないわゆる生存権的財産については，前説がいうような世間
的取引価格は成立しないとして，このような生存権的財産については，土地の場合であれば，
宅地として引き続き利用した場合の使用価値（利用価値または収益還元価値）が存在するにす
ぎないため，「自己の所有する住宅地等についてはその帰属所得，つまり，もし自己所有で
なければ支払ったであろう賃借料等の額を資本還元して」収益還元価値を計算するべきであ
る
12）
，とする学説が存在している。
３　確かに，相続人が被相続人と同様に，被相続人が居住用に用いていた土地で引き続き生存
のために居住しようとする意思を持つかぎり，それは相続人にとっても生存権的財産であり，
それゆえ，そこには市場価格という意味での売買価格は現実には存在しない
13）
，ということが
できるようにも解される。
　　また，収益還元価値は，需要者の側からアプローチした価値を意味すると解すると，収益
還元価値は客観的交換価値と対置するものというより，客観的交換価値に内包される理解と
いうこともできるように解される。もっとも，生存権的財産を客観的交換価値で評価した結
果が，相続税法上妥当ではないと解される場合はありえようが，そのことをいかに評価する
かは立法政策上の問題にほかならない。その後は，立法上の対応により解決が図られるべき
問題であると解される
14）
。
［4］法と評価通達
１　相続税法で評価が法定されているのは，前述のとおり実質的には同 24 条，同 25 条の定期
金に関する権利および同 26 条の生命保険契約に関する権利だけであり，他の財産について
はすべて時価の解釈に委ねられるか，あるいはその時価にもとづいて法定の方法により評価
することとなっている。
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　　そのため，税務行政実務上は，それをまったく納税者の解釈に委ねたのでは課税上統一と
公平を欠くこととなるので，財産の評価については，独立の「相続税財産評価基本通達」を
定め，これにもとづいて評価することが通例とされてきた。したがって相続税，贈与税につ
いては，この評価通達が実質的に課税標準を定める法としての実体規定といった性格をもっ
ているということができよう。
　　しかし，相続税，贈与税の実体的な部分が法定されず，行政解釈に委ねられているという
状態は決して正常なものではない。立法技術的に困難であるという事情はあるとしても，立
法化への努力が払われていないことについては批判がある。現実の申告手続において，納税
者がこの評価通達にしたがっているのは，決してその法源性を承認しているのではなく，単
にこの評価通達にもとづいて評価されている場合は，後日課税庁によって更正されることが
ないという期待があるからにすぎないとの指摘
15）
がなされるところである。
２　国税庁は，評価通達を制定し，相続税等における財産評価の基本的な方針および各種財産
の評価方法を定め，現実の評価実務が，この通達によって行われている。
　　評価通達は，「市街地的形態を形成する地域にある宅地」については，路線価方式により，
それ以外の宅地については，倍率方式によることとしている。（評価通達 11）。そして，路線
価方式とは，「その宅地の面する路線に付された路線価を基とし」（同 13）て評価する方法を
いうが，路線価とは「売買実例価額，公示価格・・・，精通者意見価格等を基として国税局
長がその路線ごとに評定した１平方メートル当たりの価額とする。」（同 14）とされている。
それゆえ，時価を交換価値と把握する限り，理論値である客観的交換価値を評価する方法と
して路線価は，「一応の妥当性」
16）
を有している。
　　また，評価通達においては，市街地的形態を形成する地域にある宅地以外の宅地について
は倍率方式により評価することとされているが，倍率方式とは，「固定資産税評価額・・・
に国税局長が一定の地域ごとにその地域の実情に即するように定める倍率を乗じて計算した
金額によって評価する方法をいう。」（同 21）とし，「倍率方式により評価する宅地の価額は，
その宅地の固定資産税評価額に地価事情に類似する地域ごとに，その地域にある宅地の売買
実例価額，公示価格，精通者意見価格等を基として国税局長の定める倍率を乗じて計算した
金額によって評価する。」（同 21-2）とされている。
　　これは，倍率方式において，固定資産税評価額が使用価値ないし収益還元価値を反映して
それらに基づいて算出され，また相続税評価額が交換価値から算出されているとすると，単
に固定資産税評価額を整数倍したときにはその結果求められた価額は果たして何を意味する
ものであるのか，換言すれば，使用価値ないし収益還元価値を整数倍すれば，交換価値を求
めることができるのかということが明確ではないということを認識したうえで，「その地域
にある宅地の売買実例価額，公示価格，精通者意見価格等を基として」，交換価値と使用価
値ないし収益還元価値とを比準して倍率を求めることにより，固定資産税評価額に倍率を乗
じて得られた結果が，交換価値を具現するという理解を示しているものと解される。そうで
あるとすると，倍率方式も客観的交換価値の把握の観点から「一応の妥当性」
17）
を有している
といえよう。
－ 11 －
不動産価額の意義（田中）
［5］時価の基準日
　相続税法 22 条は時価の基準日を「取得の日」としており，従来の判例
18）
においても，相続開
始後の株価の下落は評価上考慮しない，とする評価通達の合理性を肯定している。
　しかしながら，相続税，贈与税についていえば，相続のあった時あるいは贈与の行われた年
中に，相続あるいは贈与によって取得したすべての財産を合算して課税することを建前として
いるのであるから，その財産の評価は，当然「その相続あるいは贈与のあった時の時価」によっ
て評価しなければならない。なぜなら，財産の評価がその時価評価時点の統一が果たされてい
ないならば，相続あるいは贈与等によって取得した財産の種類によって，実質的な税負担率が
著しく異なるという不合理が生ずることになるからである。これは相続税，贈与税が，時価を
課税標準とする他の諸税目と区別して，特に考えられなければならない点である。
　本判決は，相続開始後，相続人が相続税納付のため財産の売却を余儀なくされる場合がある
ことはＸの主張とするとおりであるとしながらも，「法が，取得の時における時価によるべき
ことを定めている以上，このように解することを妨げるものではない」と判示し，従来の判例
を支持する判断を下している。
Ⅲ　結　論
［1］結論として，判決およびその判旨に賛成である。
［2］これまでにみてきたように，相続税法 22 条にいう時価とは，相続開始時におけるその財
産の客観的交換価値をいうものと解されるが，客観的交換価値は必ずしも一義的に確定され
るものではないことから，課税実務上は，相続税法上に特別な定めがあるものを除き，路線
価方式により画一的に相続財産を評価することとされている。これは，相続財産の客観的な
交換価値を個体別に評価する方法では，その評価方法，選定する資料の等により異なった評
価価額が生じることが避け難く，また，課税庁の事務負担が重くなり，回帰的かつ大量に発
生する課税事務の迅速な処理が困難となるおそれがあること等からして，あらかじめ定めら
れた評価方法によりこれを画一的に評価することの方が，納税者間の公平，納税者の便宜，
徴収費用の節減という見地からみて合理的だからである
19）
。そして，これまでに検討してきた
ように路線価方式は，時価の評価方法として妥当性を有するものと首是される。
　　本判決においても，従来の判例
20）
を支持したものと評価することができるが，注目すべきは，
「相続税法 22 条の時価と地価公示法の正常な価格とは，本来は同一の価格を指向する概念と
いうことができる」と判示したことである。そして，時価の算定に当たっては，地価公示価
格を参考にすることは何ら差し支えないと判示しており妥当な判断と考えられる
21）
。
［3］本判決は，「標準化補正の欠如及び時点修正率の差異がＸ鑑定の比準価格の正確性に影響
を与え」て，低額に鑑定評価されたと認定し，Ｙ鑑定については，比準した価格は必ずしも
適切とはいえないおそれがあるが，それにより算定された「比準価格は全比準価格の中で最
も低額であることからみて，これによって，Ｙ鑑定の採用した比準価格が不当に高額に査定
されたものと認めるには足りない」と認定して，Ｙ鑑定の信用性が優るとしている。ここでは，
訴訟において複数の鑑定の優劣が争われる場合の鑑定の基礎となった要因，事実関係等の内
容を十分に検討し，両鑑定のいずれが甲宅地の価格をより適切に反映しているものといえる
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かについて判示したものである。本件の場合，Ｘ鑑定が，公示価格の下落率を大幅に上回る
下落率を採用しているにもかかわらず，その具体的根拠を特段示していないのに対し，Ｙ鑑
定は，公示価格の下落率を基に鑑定していることが，鑑定の優劣を判断する際に影響を及ぼ
したものと思われる。
［4］前述したとおり，現実の実務においては，相続税における財産の評価については，評価通
達により評価しているところであるが，近年の地価下落の状況下にあっては，路線価が時価
を上回るという場合（逆転現象）が発生することも十分考えられる。
　　本判決においては，「地価公示価格の変動率は，本件相続時のようないわゆるバブル崩壊
後の急激な地価の下落局面においては，市場価格よりも遅れて変動する傾向にあったことは
公知の事実である」とし，「Ｙ鑑定に基づく甲宅地の更地としての価格は，地価公示価格を
基にして算出した価格を僅かに上回っているのだから，本件相続時の客観的交換価値を超え
ている可能性を完全には否定できない」というように，急激な地価の下落局面においては，
直ちに一義的に，公示価格イコール時価とすることの疑問をあげながらも，「本件価額が，
Ｙ鑑定価額を一割以上下回っている点，25％の時点修正を施したＸ鑑定における公示価格基
準額及び本件公示地における平成 5年 1月 1日の公示価格をもそれぞれ下回っている点を勘
案すれば，少なくとも本件価額については客観的交換価値を下回っていると認められる」と
認定している。
　　これは，公示価格が相続税法 22 条にいう時価であるとは断定しないまでも，「本来は同一
の価格を指向する概念ということができる」としたことから，裁判所が公示価格に相当の信
頼をおいていることを窺わせるのと同時に，今後，関連する事件の解決の指針として裁判所
の判断基準を構成するものとなることが推測される。
（たなか　ひさお・本学経済学部教授）
〔注〕
 1）　土地政策研究会『逐条解説土地基本法』国土庁土地局 109 頁
 2）　土地政策研究会前掲書 110 頁
 3）　土地政策研究会前掲書 110 頁
 4）　旧租税特別措置法 69 条の 4の存廃問題について
⑴　旧租税特別措置法 69 条の 4 の問題点・・1988 年（昭和 63 年）12 月 30 日施行の租税特別
措置法 69 条の 4 は，相続開始前 3 年以内に取得等をした土地又は建物については，被相続
人の居住用に供されていた物は除くという例外はあるが，取得価額により評価し，相続税を
課税することにした。これは，不動産の相続税評価額が低いことに着目し，相続開始の直前
に借入金により土地等を取得して，あるいは手持現金を土地等に変換させる方法で，時価と
相続税評価額との差額を利用した節税策への対抗策として規定されたものである。だが地価
が下落した後においては，当該規定を廃止すべきか否かの問題が提起されていた。また地価
が上昇傾向に転じた場合は，相続税評価額への反映の遅れから，土地等の取得を通じた節税
ができる余地が生ずるとして，当該規定を改正し，取得価額又は時価のいずれか低い金額に
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よることにすべきだという提案もなされていた。
⑵　旧租税特別措置法 69 条の 4 に関係する判例・・既に 3 つの判決が出ているが，これらは
いずれも，当該規定制定以前に問題になったものである。第 1 事件は，被相続人が，死亡の
約 2 か月前に金融機関より 8 億円を借り入れ，7 億 5,850 万円のマンションを購入したが，
このマンションの評価通達による評価額は 1 億 3,170 万円であり，また相続人は被相続人の
死亡の翌年，このマンションを 7 億 7,400 万円で他に売却し，この売却代金によって金融機
関からの借入金の大部分を返済したというものである。第 2 事件は，被相続人が，死亡の約
5 か月前に銀行により 18 億 2,000 万円を借り入れ，16 億 6,100 万円の土地を購入したが，こ
の土地の評価通達による評価額は約 1 億 2,102 万円であり，また相続人は被相続人の死亡の
翌年，この土地を 18 億円で売却し，この売却代金によって銀行からの借入金を返済したと
いうものである。第 3事件は，被相続人が，死亡の約 10か月前より銀行から逐次約 56億 5,100
万円を借り入れ，総額 58 億 4,260 万円もの多数の不動産を購入したが，この不動産の評価通
達による評価額は約 12 億 7,398 万円であり，また相続人は被相続人の死亡直後にその多くを
売却し，現在相続人が所有しているのは，取得価額合計 7 億 5,576 万円の不動産のみであり，
これらの売却代金によって銀行からの借入金のほとんどを返済したというものである。
　　以上の 3 事件の判決を要約すれば，購入不動産の価額を評価通達に基づく評価をして相続
財産に計上し，その購入資金である借入金を相続債務として計上すると，過大な債務を発生
することになり，これが他の相続財産の価額から控除されることになる。このような結果を
容認すれば，多額の財産を保有している被相続人が，死亡直前に金融機関からの借入金によ
り不動産を購入し，相続人が被相続人死亡後直ちに当該不動産を売却し，その売却代金で金
融機関からの借入金を返済するというような経済的合理性を無視した異常な取引によって，
相続財産の課税価格を大幅に圧縮できることになる。このような事態は，他に多額な財産を
保有していない納税者との間で租税負担の不公平となり，また租税制度全体を通じて税負担
の累進性を補完するとともに，富の再分配機能を通じて経済的平等を実現するという相続税
法の立法趣旨からみて著しく不相当というべきである。したがって，購入不動産の評価額は，
評価通達によるべきではなく，客観的な市場価格（ここでは取得価額と同じ。）によるべき
という結論が生じる。なお判決はさらに，評価通達による評価額と現実の取引価額との間に
生じている開差を利用して相続税の負担の軽減を図るという主観的目的も認定している。だ
が主観的目的は，売買契約成立後から所有権移転の効力発生前に契約当事者が死亡した場合
における課税処理との整合性からみても，不必要と解すべきであろう。
⑶　旧租税特別措置法 69 条の 4 の借入金利用への限定・・⑵の判例からみて，借入金による
不動産の取得の場合にこの不動産を評価通達に基づいて評価するときに不公平が生ずる。不
動産の購入資金の一部が借入金による場合も，過剰な不動産の需要を生み，地価高騰を生じ
させる可能性もあるのであるから規制対象に加えるべきである。したがって，当該規定によ
る規制，すなわち相続開始前 3 年以内に取得等をした不動産については，被相続人の居住の
用に供されている場合を除き，取得価額で評価するという規定は，借入金による不動産取得
の場合には妥当だといえよう。しかし全額自己資金による不動産の取得の場合には，どうで
あろうか。全額自己資金による不動産取得の場合は，相続債務は発生しないのであり，また
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相続税評価額を地価公示価格の 80%まで引き上げたのである。したがって，全額自己資金に
よる不動産取得の場合には，評価通達による評価をしても不公平であるとまではいえまい。
以上のことからみて当該規定は，借入金を利用することによって行う不動産取得の場合に限
定していくべきであるとされた。ただし，被相続人の死亡前 3 年以内の間に土地等の価格に
変動が生じた場合にも，その土地等を取得価額で評価するとすれば，⑴でみたような不合理
が生ずることになろう。しかし，地価が低下した場合に，取得価額を路線価に改める方法を
とれば，ますます相続債務を増大させることになる。したがって，地価低下の場合には取得
価額の変更を認めるべきではない。地価が上昇した場合には，相続債務の増大という不合理
はおきないのであるから，取得価額と相続発生時の算出路線価を比較し，後者が上回る場合
の相続税評価額は，相続発生時の算出路線価（評価通達による評価額）とすることを認める
べきであろう。
 5）　同趣旨の判例として，大阪地裁昭 40.3.20（行集 16 巻 3 号 328 頁），那覇地裁昭 59.6.19（税
訴資 136 号 699 頁）などがある。
 6）　田中久夫「税法間の共通処理の必要性」関東信越税理士界 615 号
　　少し長いが引用する。「ところが，各税法上の「時価」又は「価額」概念（意義）は，各税法
の規定上共通しているとしながらも，それぞれの取扱いには実務上多くの紛争が生じ，これま
で多くの税務訴訟の争点とされてきた。例えば，本件のように土地（宅地）の時価評価の取扱
い一つとっても，相続税については，原則として評価通達に定める路線価方式と倍率方式によっ
て評価が行われ，土地の評価額が容易に算定できるようになっているが，所得税や法人税につ
いては，土地について無償取引等が行われたときには，原則として，当該土地について通常取
引される価額等を想定して個別に時価評価を行うよう取り扱うこととしていながらも，その内
容を定めた具体的な基準を持っていない。税務行政上は，それをまったく納税者の解釈に委ね
たのでは課税上統一と公平を欠くこととなるので，相続税の場合は，法とは独立した「財産評
価基本通達」を定めているのであって，相続税，贈与税においてはこの通達は実質的に課税標
準を定める法としての実体規定といった性格を持っているということができる。一方，所得税
や法人税では，資産等価額の算定といった実体的な部分が法定されず，一次的には納税者側の
解釈に，二次的には行政側の解釈に委ねられているという状態は，決して正常なものとは思わ
れない。立法技術的に困難であるという事情はあるとしても，立法化への努力も払われていな
いことについては従来から批判がある。現実の申告手続きにおいて，納税者がこの評価通達に
したがっているのは，決してその法源性を承認しているからではなく，単にこの評価通達に基
づいて評価されている場合には，後日課税庁によって更正されることがないという期待がある
からに過ぎないとの指摘（北野弘久編『コンメンタール相続税法』頸草書房 257 頁）がなされる。
また，課税庁の事務負担が重くなり，回帰的かつ大量に発生する課税事務の迅速な処理が困難
となる虞があること等からしても，あらかじめ定められた評価方法によりこれを画一的に評価
することの方が，納税者間の公平，納税者の便宜，徴税費用の節減という見地からみて合理的
だとする主張（東京地裁判平 4.3.11（税資 188 号 639 頁）もある。したがって，本件のように
所得税や法人税において土地の評価額を決定する際に，相続税における路線価によって算定し
た評価額を援用し，それが通常の時価よりも低いということで，特別の事情がないにもかかわ
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らず，当該通常の時価によって課税処分が行われたとすると，納税者間の予測可能性と法的安
定性は著しく害されることになる（品川芳宣『租税法律主義と税務通達 -税務通達をめぐるト
ラブルの実践的解決 -』ぎょうせい 56 頁以下）。この場合には，所得税や法人税はそれぞれの
税務通達の財産評価の算定基準が異なることを予め納税者側に示しておく必要があり，それが
既存であるときに初めて法の構造上，各税法（税目）間に同じ課税客体について別々に定めた
取扱いを成すことが出来るのであり，そうでなければ税務行政の信頼など期待することもでき
なくなる。引き合いに出すレベルは違い過ぎるような感はあるものの，構造的にはこのような
租税法規や評価基準の不存在（不備欠陥）は，租税要件不明確主義を貫くものであるという謗
りを免れないとともに，憲法 84 条が規定する租税法律主義の原則に反するという指摘も妥当し
よう。したがって，所得税や法人税においてかかる評価基準に関する規定がない限り，両法は
納税者のする自己賦課制度（セルフ・アセスメント・システム）に堪えうる実定租税法である
ということは出来ない（斎藤明「法人税法 22 条 2 項の解釈をめぐる判例の意義」『租税実体法
の判例と解釈』租税法研究第 8号 16 頁租税法学会）ということになる。したがって，現在の税
法の現状に鑑みるとき，それぞれの税法ごとに所要の定めのない事項については，それらの税
法ごとの取扱いの差異がその税法固有の問題を取り扱っている場合には問題がないが，各税法
間に共通処理が望ましい事項について，税法間で異なった税務解釈・処理が行われたりすると，
納税者側に無用の混乱を生じ，税務行政の信頼を担う法の予測可能性と安定性を著しく害する
結果が生じる。結論として，税法（税目）間の取扱いについては，各税法に特段の定めのない
事項のうち，共通事項に属するものは各税法を横断する共通の処理が行われるべきであると考
える。」
 7）　北野弘久編『コンメンタール相続税法』頸草書房 257 頁
 8）　碓井光明「相続財産の評価と租税法律主義」税経通信 45 巻 15 号 11 頁
 9）　高野幸大「相続財産の評価と納税」租税法研究 23 号 27 頁
10）　碓井光明「相続税・贈与税における資産評価」日税研論集 7号 34 頁
11）　金子宏『租税法〔第五版〕』弘文堂 350 頁
12）　北野弘久『税法学の実践論的展開』頸草書房 330 頁
13）　北野弘久前掲書 330 頁
14）　高野幸大前掲稿 29 頁
15）　北野弘久前掲書 258 頁
16）　高野幸大前掲稿 32 頁
17）　高野幸大前掲稿 36 頁
18）　最高裁平元 .6.6（税訴資 173 号 1 頁）
19）　東京地裁平 4.3.11（税訴資 188 号 639 頁）
20）　例えば，東京高裁平 5.1.26（税訴資 194 号 75 頁）
21）　南幸四郎「路線価が時価を上回っているか否かが争われた事件」税務事例 29 巻 11 号 26 頁
